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 2.2.1. Institutional Leadership（制度的リーダーシップ） 






3.3. 制度化の失敗 ～マンハッタン計画の頓挫～ 
 3.3.1 土地神話と国際金融センター構想 ～三菱地所の利害～ 
 3.3.2 マイタウン構想と多心型都市構造 ～東京都・国の利害～ 
 3.3.3 歴史的景観の保存 ～建築界の利害～ 
 3.3.4 マンハッタン計画の挫折 
3.4. 制度化の成功 ～大丸有まちづくり協議会・懇談会の成立～ 
 3.4.1 大丸有まちづくり協議会の成立 ～周辺地権者との利害調整～ 
 3.4.2 多心型都市構造から更新都心へ ～東京都・国との利害調整～ 
 3.4.3 ファサード保存による建て替え ～建築界との利害調整～ 
 3.4.4 まちづくり懇談会の成立 
3.5. 変容する協議会・懇談会の性質 ～制度変化～ 
 3.5.1 失われた10年と阪神・淡路大震災 ～三菱地所・周辺地権者の利害の変化～ 
 3.5.2 国鉄清算事業団 ～ＪＲ東日本の利害～ 
 3.5.3 石原慎太郎都知事の就任 ～東京都・国の利害の変化～ 






























































































































































































































































































































































2.2.2. Institutional Work（制度的営為） 

























このような議論の展開から 2000 年代に入り活発になっているのが、Zietsma and Lawrence（2010）や





















































                                                   
2 木村（2015）が提唱した概念で、「新しい価値が提示されることによって構築される、ステイクホル
ダーの利害に抵触しない普遍的な基盤を指す」。 





























































































































































































地区である。区域面積 113ha のなかに超高層ビルを多く含む 104 棟の建物が立地し、建物延床面積約
678ha に就業人口約 23 万人を擁している。上場企業 92 社の本社を含む約 4,000 事業所が集積し、東京










 現在の大丸有地区再発展の端緒となったのが 2002 年に完成した丸の内ビルヂング（丸ビル）の建て
替え工事である。一連の再開発の中心となった三菱地所は 1998 年の丸ビル着工から 2007 年までの 10
年間を第一ステージと位置づけ、2003 年日本工業倶楽部会館・三菱UFJ 信託銀行本店ビル、2004 年丸
の内OAZO、2005年東京ビルTOKIA、2007年新丸の内ビルディングなどの大型再開発事業を次々と展
開している。（図3-1） 
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再生プロジェクト以外にも 2017 年 1 月にりそな・マルハビルと三菱東京UFJ 銀行大手町ビルの一体建
て替え計画（大手町１－１計画）や、2019年に三井物産本社ビルの建て替え計画（大手町一丁目２地区
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3.3.1 土地神話と国際金融センター構想 ～三菱地所の利害～ 
1970年代以降、経済発展と輸出大国化の進展に伴い、国際的な業務機能の重要性が高まり、その受け
皿として都心への業務機能の集積が政策的に進められた。1985年には、国土庁が発表した「首都改造計





113ha のうち 63ha の敷地に対し、当時の建築基準法が規定する最大の容積率が 1000%であるところを
一律 2000%にかさ上げし、100mで統一されていた高さを 250mとし、40～50階建てのオフィスビルを
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3.4.2 多心型都市構造から更新都心へ ～東京都・国との利害調整～ 





























大納会で 38,915円 87銭を記録した日経平均株価が、9か月後には一時 20,000割れという大暴落を起こ











                                                   
6 石原信雄。内閣官房副長官を長く勤め、自民・公明・社会党・新党さきがけなどが推薦。 













































存工事費として１件あたり非木造最高 5,000 万円、木造最高 800 万円を助成する制度を創設して応じ


























置には都の積極的に働きかけがあった。1996 年（平成 8 年）に公表された「区部中心部整備指針：中
間報告」でも、大丸有地区を中心とした都心の整備指針として、「業務機能に特化した CBD（Central 

















































る（Selznick, 1957, 邦訳203-206頁）。 
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 ① 時代をリードする国際的なビジネスのまち 
 ② 人々が集まり賑わいあるまち 
 ③ 情報化時代に対応した情報交流・発信のまち 
 ④ 風格と活力が調和するまち 
 ⑤ 便利で快適にあるけるまち 
 ⑥ 環境と共生するまち 
 ⑦ 安心・安全なまち 








3.5.1 失われた10年と阪神・淡路大震災 ～三菱地所・周辺地権者の利害の変化～ 
 三菱地所がマンハッタン計画を発表した 1980 年代後半、日本はバブル経済に沸き、三菱地所も積極
的な投資を行っていた。マンハッタン計画が発表された1988年（昭和63年）1月、三菱地所は三菱重







最終損益の赤字が続き、1995 年（平成 7 年）には RGI の売上高全体の三分の一を占める子会社２社の
米連邦破産法 11 条申請を余儀なくされる。1996 年（平成 8 年）3 月期は RGI の株式評価損として約
1,500 億円の特別損失を計上し 1953 年（昭和 28 年）の上場以来初の最終赤字へと転落。三菱地所自身
の所有資産も、1997年（平成9年）3月期までの四年間で含み損を抱えた土地など不良資産の処分で約




パーがバブル期に着工したオフィスビルも 1995 年（平成 7 年）前後に相次いで開業を迎えており、需







新宿 ― 東京都本庁舎（1991年）が移転 
初台 ― 東京オペラシティタワー（1996年）を中心にアップルやＮＴＴなどＩＴ系企業が集積 
天王洲 ― シーフォートスクエア（1992年）日本航空本社ビル（1996年）など 
恵比寿 ― サッポロビール工場跡地に恵比寿ガーデンプレイス（1994年）が開業 
品川 ― 品川インターシティ（1998年）を皮切りに品川グランドコモンズの再開発が進む 
大崎 ― 大崎ニューシティ（1987年）大崎ゲートシティ（1999年）と大型再開発が続く 













である。その契機となったのが、1995 年（平成 7 年）1 月 17 日に発生した阪神淡路大震災である。大
都市の直下で発生したこの震災では、1981年（昭和56年）の建築基準法改正以前に建築されたビルと
以降に建築されたビルとで、被害に大きな差が発生した。鉄筋コンクリート造のうち大破または倒壊し
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3.5.3 石原慎太郎都知事の就任 ～東京都・国の利害の変化～ 
 青島都政は、バブル経済の崩壊による開発ニーズの低迷を背景に、臨海副都心開発の中心的事業であ
った世界都市博覧会の中止と「区部中心部整備方針」（1997）における都心再生方針の表明という都市
構造政策の転換を行った。青島知事が就任する直前の平成 4 年度（1993 年度）の都財政は、歳出額が
戦後最大の 6 兆 9 千億円に対し、歳入は過去３年で約 1 兆円減少して 3 兆 9 千億円と大幅な財政赤字
を抱える状況に陥っていた。1989 年（平成元年）には約 1 兆円あった財源として活用可能な基金は、
































































① 約3,300 万人の集積が支える世界最大の首都 
② 一国に匹敵する経済活力を持つ世界のリーディング都市 
③ アジアの新しい文明をリードする生活都市 
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3.5.4 再開発の加速とにぎわい創出・景観・環境・防災への取り組み ～再制度化～ 
 石原知事の下、東京都は次々と都心再生政策を展開する。都の首都圏メガロポリス構想をきっかけに、
小泉純一郎内閣発足直後の2001年（平成13年）5月8日、政権の目玉政策のひとつとして都市再生本




















































































を記念して 1995 年（平成 7 年）以降神戸で行われていた神戸ルミナリエの主旨に賛同して移植された
もので、1999年（平成11年）の第一回開催から東京駅舎復元工事のため休止となった2006年（平成18
年）の第七回開催までに累計来場者数は 1770 万人に及んだ。この成功が大丸有地区のにぎわい創出の
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